
事業事前評価表 

 

１．対象事業名 

モロッコ王国 地方部中学校拡充事業 
（貸付契約調印日：2004年 3月 31日、承諾金額：8,935百万円 
借入人：モロッコ王国政府） 

２．本行が支援することの必要性・妥当性 

（１） モロッコでは、99年に策定された「国家教育・人材育成憲章」に基づいて 
教育政策が実施されており、同憲章では、2000年から 2009年の 10年間を「教育・
人材育成の 10年」と位置づけ、①小学校・中学校教育の普及、②小学校・中学校
教育の質の改善、及び③運営・管理の合理化 (教育の地方分権化) に重点が置かれ
ている。 
（２） また、2000年 8月に策定された「経済・社会開発計画（2000－2004年）」 
においても、モロッコ政府は安定的成長、失業率の削減、貧困削減、及び欧州連合

（EU）との自由貿易圏設立を背景とした対外的な競争力強化を課題とし、①地方
開発による地域間格差是正、②投資促進・産業多様化を通じた雇用創出、及び③貧

困問題、人材育成、社会的格差是正に処する政策の実施を掲げており、人材育成は

モロッコ全体の社会・経済的発展のために重要な開発課題の一つとして位置づけら

れている。 
（３）モロッコでは 85年の教育制度改革を受けて小学校教育の普及及び改善に精
力的に取り組んできた結果、90/91年度には全国で 52.5％であった小学校の就学率
は 2001/2002年度現在で 90.0％に達している。また、2002年 5月には、小学校及
び中学校教育に相当する 6歳から 14歳までの児童の就学が義務化されている。 
一方、上述の小学校教育の普及に伴う卒業生の急激な増加に対して、中学校数が

受入れ生徒数に追いついていない状況にあり、90/91年度に全国で 42.2％だった中
学校の就学率に一定の改善は見られるものの、2001/2002 年度現在で 63.1％に留
まっている。特に、地方農村部における中学校教育の就学率は都市部に比べて低く

なっている（2001/2002年度現在で都市部 85.2％、地方農村部 42.1％）。モロッコ
政府は全土にある地方農村部コミューン（市町村）に中学校を普及させることを目

標としているが、現時点では約 4割しか達成しておらず、地方農村部では近隣に通
学できる中学校が存在しないことが、就学率に著しい改善が認められない第一の要

因になっている（特に地方農村部の女子生徒）。 
（４） また、モロッコでは貧困人口 530万人のうち 66％に相当する約 350万人が 
地方農村部に居住しているが、教育レベルと貧困には相関関係があると言われてお

り、特に地方農村部では学校へのアクセスの悪さが貧困層に属する人口の就学を妨

げる大きな要因となっている。このため、本事業では教育サービスの普及が不十分



な地方農村部を対象地域として選定している。 

（５） 本事業は同国地方農村部における中学校教育支援を通じて人材育成を行う 

ものであり、同国の地域間格差是正及び貧困削減の促進に資するところが大きく、

本行の「海外経済協力業務実施方針（2002－2004年度）」にも合致することから、
本事業実施は必要なものと認められる。 

3．事業の目的等 
本事業は、モロッコ王国の対象 5 地域の地方農村部において 101 校の中学校校
舎の新設及び機材供与を行うことにより、同地域の地方農村部に中学校教育を普及

させ、教育における都市・地方間及び男女間の不均衡の是正を支援し、もって地方

農村部における生活水準の向上に資することを目的とするものである。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
本事業の対象 5地域と建設する学校数（計 101校）は以下のとおり。 
① マラケシュ・テンシフト・アルハウズ（29校） 
② タザ・アルホセイマ・タウナテ（7校） 
③ ドゥカラ・アブダ（11校） 
④ タンジェ・テトゥアン（13校） 
⑤ スス・マサ・ダラ（41校） 

 
(2) 事業概要 
① 中学校の校舎建設（普通教室、化学教室、特別教室、情報科学室、食堂等） 
② 中学校用設備の調達（学校用家具/備品、教育機材、図書室用図書、食堂用
設備及び IT（情報）） 
③ コンサルティングサービス（入札補助、施工監理、実施機関の組織能力強

化、初年度学校実態調査の実施） 
 
(3) 総事業費 

13,583百万円（うち、円借款対象額 8,935百万円） 
 
(4) スケジュール 

2004年 1月～2007年 8月（予定） 
 
(5) 実施体制 
国家教育青年省 
（MENJ：Ministère de l’Education Nationale et de la Jeunesse） 

 



(6) 環境及び社会面の配慮 
本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002 年 4
月制定）に掲げる影響を及ぼし易い特性や影響を受け易い地域に該当せず、環境へ

の望ましくない影響は最小限であると判断されるため、カテゴリ Cに該当する(な
お、本事業は同ガイドライン経過期間中の要請案件であり、本事業に適用される「円

借款における環境配慮のための JBICガイドライン」（99年 10月制定）上は C種
に該当する。）。 
 
(7) その他特記事項 
教員の質を確保するためには、新設される 101 中学校に必要な教員が適切に配
置される必要がある。モロッコ政府は本事業によって見込まれる教員需要増（約

1,700人）に対応するための教員養成体制・予算手当は充分であることを確約して
いるが、モロッコ政府に教員数と生徒数の割合（実績及び予測）を報告することを

義務づけ、モニタリングする予定。 
５．成果の目標 

評価指標(運用･効果指標) 

各対象地域及び国全体の現状値及び目標値は以下のとおり。なお、目標値は事業開

始後 5年目（最初の卒業生が出る年）の年度を想定。 
①マラケシュ・テンシフト・アルハウズ ②タザ・アルホセイマ・タウナテ ③ドゥ

カラ・アブダ ④タンジェ・テトゥアン ⑤スス・マサ・ダラ  

（単位：％） 

指標名 現状値（2002/2003年度） 目標値（2008/2009年度） 
 ① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ④ ⑤ 
就学率（公私立） 51.2 56.8 56.3 58.2 64.5 86.3 84.0 89.7 87.8 88.0 

地方農村部中学校

における女子の割

合（公立） 

28.8 22.0 18.9 31.6 27.7 42.7 42.0 47.0 48.9 45.5 

中学校への総就学

（アクセス）率 

（公立） 

34.5 41.6 43.0 43.8 52.1 89.9 83.1 89.7 90.0 91.6 

 

6．外部要因リスク 

特になし 

7．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

広い地域にまたがった多数の小規模コンポーネントからなる事業では、全体の実

施監理は煩雑で容易でないことから、実施機関の状況を充分考慮の上、実施監理に



対するコンサルタントの支援を事業範囲に含めるなど、対策の必要性が教訓として

得られている。 

本事業においては、プロジェクト実施グループの設置を実施機関に義務付けるこ

ととし、また、コンサルタントによる実施機関の組織協力強化支援を実施する。 

8．今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 
① 就学率（公私立）（％） 
（小･中学校のいずれかの教育を受けている 12歳－14歳の学齢児数/12歳－14歳の学齢児総数） 

② 地方農村部中学校における女子の割合（公立）（％） 
③ 中学校への総就学（アクセス）率（公立）（％） 
（中学校第 1学年に初めて登録した生徒数/12歳の学齢児総数） 

(2) 今後の評価のタイミング 
事業終了後 

 


